障害関係団体連絡協議会

『障害者の「所得保障」に関する研究委員会』

平成19年度・報告書

～障害者の地域生活を支える所得保障のあり方・方向性について～

１．検討・研究の趣旨と経緯

○本研究委員会では、障害者自立支援法の施行を一つの契機として、障害者の地域生活と積極的な社会参加を支えるために必要不可欠な所得保障のあり方に関する課題等について、社会保障全体の見直しの議論や障害者の生活実態を踏まえながら、障害当事者の視点から具体的な提言を行うことを目的として検討を継続してきました。

○平成18年度は、障害者の所得保障の現状と課題に関する共通認識を持つことを目指して、①障害者の所得保障の意義・重要性、②所得保障の現状と課題、③障害者の所得保障のあり方、について議論を行い『議論のとりまとめ』を整理しました。

○『議論のとりまとめ』においては、「障害者の所得保障のあり方」に関する視点として、食費等の日常生活費の一部についての基礎的な所得保障である「年金制度」、地域生活をおくる上で不可欠な住居費（改修費や特別な設備の維持・管理等の費用を含む）や保健医療費、交通費・通信費等の障害者の特別なニーズと支出に対応し自立を支援する「手当制度」、更に、これらの制度の対象とならない者等に対するセーフティネットとしての「生活保護制度」の関係性を再整理することによる、重層的な所得保障システムを目指すことを基本的な考え方として、

　１．年金制度の水準・運用等の改善・見直し

　　２．障害者の自立を支援する手当制度の再構築

　　３．セーフティネットとしての生活保護制度の維持・改善

　　４．障害者自立支援法の利用者負担への対応

　

が早急に行われる必要があることを提言しました。

※詳細については、別添参考資料「平成18年度 議論のとりまとめ」を参照

○本年度は、これらの経緯や課題等を踏まえ、各制度に関する給付範囲や支給決定基準、また、給付水準等に関する課題の議論を更に深め、障害者の生活を支える今後の所得保障のあり方について以下のとおり具体的な提言をとりまとめました。なお、本研究委員会における検討の範囲は、就労支援以外の所得保障としました。

２．今後の障害者の所得保障のあり方・方向性について

（１）基本的考え方

○障害者の所得保障の課題及び必要性については、障害者自立支援法による利用者負担等への対応として捉えられるべきものではなく、障害者の希望やニーズに応じた地域生活や、積極的な社会参加を支える観点から考えることを基本とする必要があります。

○また、障害者の多様な障害特性や具体的に抱える生活課題の実態を十分に踏まえた、所得保障がなされることが重要です。その際、単に身体機能に関わる障害を捉えるだけではなく、稼得能力と多様な障害特性を考慮した給付範囲や支給決定基準のあり方、また、障害による特別なニーズに伴う費用（住居費、保健医療費、交通・通信費、等）に配慮した給付水準等について検討と改善がなされる必要があります。

○一方、昨今の社会・経済情勢の大きな変化と、それにともなう所得をはじめとする「格差」の問題や、ワーキング・プア等の現代における「貧困」の問題等を踏まえると、生活保障のための基本的な所得保障については、障害者のみの問題ではなく、障害の有無に関わらず、国民全体の課題として考えること、つまり普遍的な所得保障（「基本所得（ベーシック・インカム）」、「給付付き税額控除」や「負の所得税」等※）の視点が重要になるものと考えます。

※「基本所得（ベーシック・インカム）」･･･障害の有無や高齢であるか等の支給要件がなく（無条件で）、全ての人々の基本的なニーズを満たす給付を行う。

※「給付付き税額控除」･･･税額の控除だけでなく一定の所得を下回る納税者に給付を行う。

※「負の所得税」･･･低所得層に対して、ある一定の所得水準と実際の収入との差額について一定割合の給付を行う。

（２）年金制度について

現在、障害者の所得保障の中心である年金制度については、障害者の生活及び老後生活における所得を一部保障する中心的な制度であることを再確認し、その水準の維持・改善が求められます。

特に、障害基礎年金制度については、いわゆる無年金障害者や「谷間の障害者」を含めた給付範囲の拡大につながる支給決定基準の見直しが、継続してすすめられなくてはなりません。

①給付水準について

障害基礎年金については、障害者の生活実態を十分に踏まえた給付水準の引上げが必要です。具体的には、1級の給付額を引上げるとともに、2級の金額を現行の1級と同じ水準以上とすることが求められます。

②給付範囲及び支給決定基準について

給付範囲については、各種障害者福祉法の対象として位置づけられていない難病や高次脳機能障害、自閉症などのいわゆる「谷間の障害」にも拡大される必要があります。現在、支給決定基準については、固定した身体障害中心・機能障害の程度を基準とする考え方がとられており、知的障害者や精神障害者、加えて制度に位置づけられていない前述の「谷間の障害者」にも適切な支給が行われるように基準の見直しが不可欠です。

具体的には、「永続性」や「長期にわたって回復しない状態」を要件とするのではなく、難病や精神障害者を中心として、断続的あるいは、継続的な状態であれば支給を認めるという方向での見直しが図られるべきです。

また、知的障害者や精神障害者の支給決定基準の改善とともに、適切な支給が行われるような行政運営を担保することも不可欠です。

③無年金障害者への対応の更なる充実
　　無年金障害者については、「特別障害者給付金制度」が創設され、一定の対応がなされたところですが、最終的には、障害基礎年金と同等水準までの給付範囲の拡大や給付額の改善が求められます。

（３）手当制度について

年金制度の更なる充実を前提としながら、年金制度ではカバーしきれない、障害者が社会生活の上で有している特別な費用を補填し、就労支援では対応できない障害による稼得能力の不足等があっても、生活保護制度を利用せずに自分の望む地域での自立生活を維持することを可能とするための「社会手当」の範囲と水準の拡大が求められます。

①地域における住まいの場を確保するための手当の創設

地域生活の基本は、障害者に限らず、住まいの場、つまり生活の起点となる住居の確保です。障害者の家計支出における住宅の確保・維持に係る費用の重要性を鑑みつつ、障害者自立支援法で掲げる地域生活への移行を促進する観点からも、地域での自立生活をおくる障害者に対する「住宅保障」に関わる手当の創設が必要です。

②特別障害者手当の充実

特別障害者手当については、地域生活において障害に伴う特別な費用に対応する観点から、機能障害の程度のみではなく個人の生活実態とその稼得能力を勘案しつつ支給されるものとして再構成される必要があります。

更に、年金制度と同様の観点から、支給決定基準についても、固定した身体障害中心の考え方を改め、「永続性」や「長期にわたって回復しない状態」を要件とするのではなく、断続的あるいは、継続的な状態であっても支給を認めるという方向で見直し、知的障害者や精神障害者、更には「谷間の障害者」にも適切な支給が行われるようにすることが不可欠です。

（４）生活保護制度について

生活保護制度については、国民にとっての普遍的な社会保障のセーフティネットとしての制度の趣旨を踏まえ、保護基準や運用について、漏給のないように見直されるとともに、障害加算の維持・改善が図られるべきです。

①給付水準の維持・向上

生活保護基準については、一般の国民生活とも深く関わりを持ち、各種の社会保障制度や教育における低所得者対策や負担軽減策、税制における課税最低限等に関わるものであること、障害者の生活保障におけるセーフティネットとしての意義や重要性等を総合的に勘案し、水準の維持・向上が求められます。

②加算制度の維持等

生活保護制度の各種加算制度については、制度創設時の趣旨やその活用を考えると、引下げや廃止等が行われるべきではありません。特に障害者加算については、障害者の最低生活と特別なニーズに対する支出を支える上で必要なものであり、維持・向上が必要です。また、老齢加算や母子加算のあり方についても改めて検討がなされるべきであると考えます。

③運用の改善

生活保護の運用にあたっては、各福祉事務所等における適正な保護実施を引き続き担保するとともに、昨今の不適正事案等の検証を踏まえ漏給のないよう、障害者をはじめとして、生活保護を必要とする生活困窮者に対して、生活保護法の趣旨を十分に踏まえた適切な運用、保護決定が担保されるべきです。

（５）利用者負担への対応

月額負担上限額の設定にあたっては、所得を判断する範囲について、現在「世帯単位」とされていますが、「個人単位」を基本として見直しがなされるべきです。

なお、障害者の所得保障に関する施策が講じられた場合であっても、障害福祉サービスの利用者負担に係る月額負担上限額及び、個別減免等の要件に関わる資産や収入の基準額の水準設定については慎重に考えられるべきです。利用者負担に対応するための所得保障ではなく、障害者の地域生活等を支えるための所得の保障である点を前提とする考え方を基本とする必要があります。

（６）残された課題

障害者自立支援法や個別の所得保障制度に関わる課題等の解決とともに、社会保障の一体的な改革とあわせた所要の財源の確保を行い、障害者施策一般の更なる拡充及び、障害者の所得保障に関する課題が早急に解決される必要があります。










